
事業年度報告あれこれ 

税務署への決算申告だけではない？ 

 あっという間に３月が過ぎ、決算月を終

えた会社も多いことと思います。決算月か

ら申告までの期間は何かと慌ただしいもの

ですが、事業年度の終了後に行うべきもの

は、税務署への決算申告だけに限りません。 

許認可を管轄する官公庁にも忘れずに 

 事業を行うにあたり許認可を取得してい

る場合、その種類によっては事業年度終了

後に許認可を管轄する官公庁へ報告を行う

義務があるものも存在します。 

 たとえば建設業許可を取得している事業

者であれば、事業年度終了後４か月以内に

許可を申請した行政庁(国土交通大臣また

は都道府県知事)に対し、決算に関する変更

届を提出しなくてはなりません。これは税

務署への決算報告とは全く別のものであり、

この行政庁への決算報告が行われていない

と、建設業許可の更新時に支障をきたす場

合もあります。 

 このほかにも、労働者派遣事業であれば

事業年度終了後３か月以内に収支報告等を、

運送事業であれば事業年度終了後１００日

以内に事業報告を行うなど、許認可によっ

て様々です。 

法人形態によっても様々 

 また、法人形態によって報告義務が課せ

られる場合もあります。ＮＰＯ法人(特定非

営利活動法人)がその一例です。ＮＰＯ法人

は、事業年度終了後３か月以内に前事業年

度の事業報告を所轄庁に対して行うことと

定められています。この報告を３年以上未

提出にした法人に対しては、特定非営利活

動促進法に基づき設立認証の取消ができる

ことになっており、これによって認証取り

消しとなる事例が少なからずあります。法

人存続にかかわる重大な問題です。 

決算後には報告義務の再確認を 

 税務署への決算申告は忘れずに行ってい

ても、このように許認可や法人形態により

別途課された報告義務については、つい忘

れてしまいがちです。しかしながら、先述

のように報告義務を怠ることで事業の継続

が困難になる場合もあり、決して軽んじる

ことはできません。 

 事業年度終了後は、税務署への決算申告

以外にも報告義務がないかどうか、一度お

さらいしてみてはいかがでしょうか。 

daily コラム
2018年 4月 20日(金) 

〒810-0001 福岡市中央区天神 2-8-49 ヒューリック福岡ビル 7階

税理士法人かさい会計 TEL 092-771-4421 FAX 092-771-1417 

Email info@kasai-grp.co.jp

取得している許認可

に報告義務がないか

一度確認してみよ

う。 


